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本事項につきましては、法令及び当社定款第 16 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ

イト（http://www.sekisuihouse.co.jp/company/holders/shotsu.html）に掲載することにより株主の

皆様に提供しております。 
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Ⅰ．事業報告の「２．(5) 業務の適正を確保するための体制」 
 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当社の企業理念を実践し、法令、定款その他企業倫理を遵守した企業経営を実現するため、当社の

役員及び従業員が遵守すべき行動規範を定める。 

(2) 取締役を対象としたコンプライアンス研修を定期的に実施して、取締役としての職務を果たす上で

必要となる法令、定款等に関する知識の周知をはかる。 

(3) 取締役会は、法令、定款、社内規則並びに上記の行動規範に基づいて、経営上の重要事項の決定を

行うとともに、取締役の職務執行を監督する。 

(4) 取締役会は、代表取締役の指揮命令下でその職務執行を分掌する執行役員を選任し、監督する。 

(5) 取締役会は法令及び取締役会規則に基づいて原則として月１回開催する。 

(6) 代表取締役及び執行役員は、取締役会においてその職務の執行状況を報告する。 

(7) 監査役は、法令及び社内規則に定める監査基準に基づいて、取締役及び執行役員の職務執行を監査

する。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、取締役及び監査

役等が必要に応じて閲覧可能な状態で適正に保存及び管理する。 

① 株主総会、取締役会、その他取締役が出席する重要会議に関する議事録及び関連資料 

② 取締役が職務執行に関して決裁した重要な文書（稟議申請書及び関連資料等） 

③ 取締役が職務執行に関して作成した重要な文書（契約書、覚書、報告書等） 

④ その他取締役の職務執行に関する重要な文書 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 全社的なリスク管理に関する規則を整備し、定期的に社内に存在するリスクに関する評価と管理を

行う。 

(2) 自然災害、その他会社に著しい損害を及ぼすおそれのある緊急事態が発生したときの危機管理体制

について、規則を整備し、社内への周知徹底をはかる。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

執行役員及び従業員を通じて行う取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、職務分掌を規則で定

め、権限と責任を明確にする。 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当社の企業理念に基づいて使用人がとるべき行動規範を定め、その違反に対しては、就業規則等の

社内規則に基づいて適正な処分を行う。 

(2) 研修を通じて、業務に必要な法令知識及び上記の行動規範の使用人への周知徹底をはかる。 

(3) 社外の有識者も委員に加わった社長直轄のＣＳＲ委員会とコーポレート・コミュニケーション部に

設置するＣＳＲ室が中心になり、コンプライアンス体制の整備を含むＣＳＲの推進を行う。 

(4) 内部通報窓口を通して、社内での法令違反等に関する情報の迅速な収集と適正な対応を可能にする。 

(5) 内部監査部門による監査を定期的に実施する。 

６．企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 各部門が各担当業務に応じて子会社の業務を指導、監督するとともに、子会社管理を所轄する専門

部門を設置し、子会社に対する総括的な指導、監督を行う。 

(2) 当社から子会社の取締役又は監査役を派遣して、子会社の取締役の職務執行を監督し、又は監査す

る。 

(3) 内部監査部門を有しない子会社に対しては、当社の内部監査部門が監査を定期的に実施する。 

(4) 当社の内部通報窓口では、子会社の従業員からの内部通報も受理するものとし、子会社での法令違

反等に関する情報の迅速な収集と適正な対応を可能にする。 

(5) 会社の規模、事業内容、機関設計等の各子会社の経営環境を踏まえ、各子会社に適した自律的な内

部統制システムの構築を指導し、監督する。 
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７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役が必要とする場合、監査役の職務を補助する使用人を選任する。使用人の人選等については監

査役会の意向を尊重し、協議の上決定する。 

８．７の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務補助者として選任した使用人は、監査役から要請を受けた業務に関して上長の指揮命令

を受けないものとし、当該使用人の異動、評価、懲戒については、監査役会の意見を尊重して決定する。 

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

(1) 取締役及び執行役員は、監査役が出席する取締役会その他の重要会議において、担当する職務の執

行状況を随時報告する。 

(2) 取締役及び執行役員は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき、

直ちに監査役に報告する。 

(3) 稟議書、取締役会等の重要会議の議事録、内部監査部門が作成する監査報告書、その他監査役の監

査業務に係わる重要書類については、監査役に回付する。 

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 監査役と内部監査部門は意見交換を密にして堅密な連携を保ち、各監査業務が効率的かつ実効的に

行われるよう相互に協力する。 

(2) 監査役と会計監査人は定期的に会合をもち、各監査業務が効率的かつ実効的に行われるよう相互に

協力する。 
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Ⅱ．連結計算書類の連結注記表 

 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 

(1) 連結の範囲 
連結子会社の数 123 社 

積和不動産㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産九州㈱、積和不動産東北㈱ ほか子会社

123 社は全て連結しています。 

連結範囲の異動状況 

積水ハウスフィナンシャルサービス㈱及び海外子会社の新規設立等に伴い 33 社増加しています。また、積和建設名古屋㈱他 15

社が他の子会社との合併等により減少しています。 

 

(2) 持分法の適用 
持分法を適用した関連会社の数 15 社 

アルメタックス㈱、日本パワーファスニング㈱、日本住宅ローン㈱ ほか 

関連会社 15 社の投資については全て持分法を適用しています。 

持分法適用範囲の異動状況 

持分出資により６社増加しています。 

 

(3) 連結子会社の事業年度 
連結子会社のうち、積水ハウス・SI アセットマネジメント㈱及びスカイレールサービス㈱の決算日は３月 31 日です。また、Sekisui 

House Australia Holdings Pty Limited 他海外子会社 80 社の決算日は 12 月 31 日です。連結計算書類の作成にあたっては、積水

ハウス・SI アセットマネジメント㈱及びスカイレールサービス㈱については１月 31 日現在で仮決算を行いその計算書類を使用し

ています。また、その他の連結子会社については、子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っています。 

 

(4) 会計処理基準 
① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券……………………………………………………………………………………償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの……………………………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの………………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

ロ デリバティブ……………………………………………………………………………………………………………時価法 

ハ たな卸資産 

未成工事支出金、分譲建物、分譲土地、未成分譲土地…………………………………………個別法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

その他のたな卸資産……………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）……建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定

率法を採用しています。 

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。 

リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。なお、リース取引開始

日が平成 21 年１月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。 

③ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞 与 引 当 金……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計

上しています。 

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

完 成 工 事補 償引 当 金……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、過去の完成工事及び分

譲建物に係る補修費等の実績を基準として計上しています。 
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退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しています。なお、数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。また、過去勤務債務につい

ては、５年による定額法により按分した額を、発生した連結会計年度から費用処理することとし

ています。 

役 員 退 職慰 労引 当 金……役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく連結会計年度末現在の要支給

額を計上しています。 

④ 重要な収益及び費用の計上基準 

イ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 

ロ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。 

⑤ のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、実質的判断による償却期間の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他については５年間で発生した連結会

計年度より均等償却を行っています。なお、金額が僅少なものについては、発生した連結会計年度の損益として処理していま

す。 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用

しています。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

・外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段としています。 

・借入金をヘッジ対象として、金利スワップをヘッジ手段としています。 

ハ ヘッジ方針 

為替及び金利等の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引高の

範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は有利子負債の範囲内に限定しています。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の変動率が概ね 80％から 125％の範囲にあることを検証しています。ただし、為替予約取引につい

ては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘ

ッジの有効性評価を省略しています。 

⑦ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、不動産賃貸事業を主要な事業とする連結子会社におけ

る固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っていま

す。その他の控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用としています。 

⑧ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

⑨ 支払利息の取得原価への算入 

在外連結子会社については、所在地国の会計基準に従い、不動産開発事業に要した資金に係る支払利息を取得原価に算入して

います。なお、「分譲建物」、「分譲土地」及び「未成分譲土地」の期末残高に含まれる支払利息はそれぞれ 1,345 百万円、

21 百万円、1,438 百万円です。 

 

(5) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。これにより、営業利益

及び経常利益はそれぞれ 163 百万円減少し、税金等調整前当期純利益は 850 百万円減少しています。また、当会計基準等の適用開

始による資産除去債務の変動額は 1,605 百万円です。 

 

(6) 表示方法の変更 
（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、無形固定資産の「その他」に含めていた「のれん」は、重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記しています。 

なお、前連結会計年度の無形固定資産の「その他」に含まれる「のれん」は、498 百万円です。 

（連結損益計算書） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基づき、「会社

法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成 21 年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目で表示しています。 
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 (7) 追加情報 
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成 23 年法律第 114 号）及び

「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成 23 年法律第 117 号）が

平成 23 年 12 月２日に公布され、平成 24 年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引き下げ及び復興特別法人税の

課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 40.4％か

ら、平成 25 年２月１日に開始する連結会計年度から平成 27 年２月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては 37.8％に、平成 28 年２月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については 35.4％となります。こ

の税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は、5,081 百万円減少し、法人税等調整額は 5,232

百万円、その他有価証券評価差額金は 150 百万円、それぞれ増加しています。 
 

２．連結貸借対照表に関する注記 
 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務  （単位：百万円）

 担保に供している資産 担保に係る債務 

 種   類 期末帳簿価額 内   容 期末残高 

 株式 24 
ＰＦＩ水と緑の健康都市㈱ 
（関係会社）の債務 － 

 分譲建物、分譲土地、未成分譲土
地 

44,546 金融機関からの借入れ 9,524 

 建物 607 長期預り敷金保証金 180 

 土地 3,345 定期借地権設定預り保証金 
取引先の銀行借入 

1,268 
558 

 合計 48,524 合計 11,531 

（注）上記のほか、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、投資有価証券 2,983 百万円を供託してい

ます。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 184,787 百万円 

 

(3) 保証債務 
住宅ローン利用者のための借入保証債務 96,105 百万円 

 

（追加情報） 
資産の保有目的の変更 

前連結会計年度末においてたな卸資産に計上していた販売用不動産 7,224 百万円を固定資産に振替しています。また、前連結会

計年度末において固定資産に計上していた投資不動産等 15,054 百万円をたな卸資産に振替しています。 

 
３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 
(1) 当連結会計年度末における発行済株式の総数 

普通株式 676,885,078 株 

 
(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

イ 平成 23 年４月 26 日開催の第 60 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 5,406 百万円 

・１株当たり配当額 ８円 

・基準日 平成 23 年１月 31 日 

・効力発生日 平成 23 年４月 27 日 

ロ 平成 23 年９月８日開催の取締役会決議による配当（中間配当）に関する事項 

・配当金の総額 6,758 百万円 

・１株当たり配当額 10 円 

・基準日 平成 23 年７月 31 日 

・効力発生日 平成 23 年９月 30 日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

平成 24 年４月 26 日開催予定の第 61 回定時株主総会において次のとおり付議します。 

・配当金の総額 6,718 百万円 

・配当の原資 利益剰余金 
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・１株当たり配当額 10 円 

・基準日 平成 24 年１月 31 日 

・効力発生日 平成 24 年４月 27 日 

 
(3) 当連結会計年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 522,000 株 

 
４．金融商品に関する注記 
 
(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については金融機関からの借入による間接金

融のほか、社債の発行等による直接金融により行っています。デリバティブ取引については、投機的な取引は行わない方針で

す。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されています。 

有価証券及び投資有価証券は、主に株式、満期保有目的の債券、譲渡性預金及び組合出資金等であり、発行体の信用リスク及

び市場価格の変動リスクに晒されています。 

営業債務である支払手形・電子記録債務及び工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。 

借入金及び社債は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目的としており、いずれも決算日後５年以内に償還・返済

期日を迎えるものです。借入金については変動金利による調達のため、金利変動リスクに晒されています。 

デリバティブ取引は、輸出入取引及び在外子会社への投融資等に係る外貨建債権債務を対象とした先物為替予約取引及び通貨

スワップ取引のほか、借入金に係る支払金利変動リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関

するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１．連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項に関する注記 (4) 会計処理基準 ⑥ 重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

当該リスクに関しては、当社経理財務部、各社経理主管部門及び各事業所の管理部門が回収状況をモニタリングし、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。 

デリバティブ取引の実行及び管理は社内規程で定められた範囲内で行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、

信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関の中で分散して取引を行っています。 

ロ 市場リスク（株価及び金利等の変動リスク）の管理 

当該リスクに関し、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しています。 

ハ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社経理財務部及び各社財務主管部門において、各事業所からの報告に基づき適時に資金計画を作成・更新するとともに、

手元流動性を維持することにより流動性リスクを管理しています。さらに、コミットメントライン・社債発行枠の設定等に

より安定的に資金調達を行うための複数の手段を確保しています。また、連結子会社に対しては、キャッシュマネジメント

システム等により機動的に資金を供給できる体制をとっています。 

ニ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する

こともあります。 

また、「(2) 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデ

リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 
平成 24 年１月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含めていません（（注２）をご参照下さい。）。 

   （単位：百万円）

  連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

 (1) 現金預金 169,524 169,524 － 

 (2) 受取手形・完成工事未収入金 36,530   

 貸倒引当金（※１） △563   

  35,967 35,967 － 

 (3) 有価証券及び投資有価証券    

 ① 満期保有目的の債券 2,999 3,002 2 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 3,120 1,450 △1,670 

 ③ その他有価証券 43,764 43,764 － 

 資産 計 255,376 253,707 △1,668 

 (1) 支払手形・工事未払金 88,774 88,774 － 

 (2) 電子記録債務 49,763 49,763 － 

 (3) 社債 129,995 131,287 1,291 

 負債 計 268,533 269,825 1,291 

 デリバティブ取引（※２） (582) (582) － 

（※１）受取手形・完成工事未収入金については、貸倒引当金を控除しています。 

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）

で示しています。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価は、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によってい

ます。 

負債 

(1) 支払手形・工事未払金、(2) 電子記録債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

(3) 社債 

社債の時価は市場価格に基づき算定しています。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっています。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （単位：百万円）

 区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

 非上場外国債券 5,000 

 特定目的会社に対する出資金 6,800 

 非上場株式 8,165 

 優先出資証券 999 

 投資事業有限責任組合への出資 6 

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要すると見込まれます。

したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含

めていません。 

 

（注３）社債に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内償還予定の社債を含めています。 
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５．賃貸等不動産に関する注記 

 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 
当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸住宅や賃貸オフィスビル等を有しています。 

 

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項 
 （単位：百万円）
 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 

 256,001 273,126 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件につ

いては「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額です。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

 

(1) １株当たり純資産額 1,107 円 43 銭 

 

(2) １株当たり当期純利益 42 円 90 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
───────────────────────────────────────────── 

（注）連結計算書類の連結注記表中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅲ．計算書類の個別注記表 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券………………………………………………………………………………………償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式……………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの………………………………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…………………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

② デリバティブ………………………………………………………………………………………………………………時価法 

③ たな卸資産 

未成工事支出金、分譲建物、分譲土地、未成分譲土地……………………………………………個別法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

半製品及び仕掛品、原材料及び貯蔵品…………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産（リース資産を除く）……建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定率法

を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っています。 

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基

準によっています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しています。 

リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。なお、リース取引開始日が平成

21 年１月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

 

(3) 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞 与 引 当 金……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上してい

ます。 

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

完 成 工 事補 償引 当 金……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、過去の完成工事及び分譲建

物に係る補修費等の実績を基準として計上しています。 

退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。なお、数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしています。また、過去勤務債務については、５年による定額

法により按分した額を発生した事業年度から費用処理することとしています。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 
① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 

② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。 

 

(5) ヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引及び通貨スワップ取引については、振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用しています。 
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② ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引及び通貨スワップ取引をヘッジ手段としています。 

③ ヘッジ方針 

為替の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引高の範囲内に限定

しています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有

効性評価を省略しています。 

 

(6) 消費税等の会計処理  
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としてい

ます。 

 

(7) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

 

２． 重要な会計方針の変更 
当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。これにより、営業利益及び

経常利益はそれぞれ 153 百万円減少し、税引前当期純利益は 698 百万円減少しています。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は 1,126 百万円です。 

 
３．貸借対照表に関する注記 
   
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務  （単位：百万円）  
 担保に供している資産 担保に係る債務 

 種   類 期末帳簿価額 内   容 期末残高 

 株式 2 ＰＦＩ水と緑の健康都市㈱ 
（関係会社）の債務 

－ 

 土地 3,153 定期借地権設定預り保証金 1,268 

 合計 3,155 合計 1,268 

（注）上記のほか、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、投資有価証券 2,693 百万円を供託し

ています。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 156,432 百万円 
 

(3) 保証債務 
① 住宅ローン利用者のための借入保証債務 92,698 百万円 

② 関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務残高 23,676 百万円 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 7,223 百万円 

長期金銭債権 37,241 百万円 

短期金銭債務 83,067 百万円 

 

（追加情報） 
資産の保有目的の変更 

前事業年度末においてたな卸資産に計上していた販売用不動産 6,663 百万円を固定資産に振替しています。また、前事業年度末

に固定資産に計上していた投資不動産等 12,995 百万円をたな卸資産に振替しています。 

 

４．損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 
売上高 15,680 百万円 

仕入高 215,214 百万円 

営業外収入 1,173 百万円 
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５．株主資本等変動計算書に関する注記 
 

自己株式の種類及び数に関する事項 

 株式の種類 普通株式  

 前事業年度末株式数 1,010,085株  

 増加株式数 4,034,589株  

 減少株式数 10,845株  

 当事業年度末株式数 5,033,829株  

（注）１．増加株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加 34,589 株 

取締役会決議に基づく取得による増加 4,000,000 株 

２．減少株式数の内訳 

単元未満株式の売渡による減少 6,845 株 

ストックオプション行使による減少 4,000 株 

 

６．税効果会計に関する注記 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 繰延税金資産  

 販売用不動産評価損 37,328百万円 

 退職給付引当金 13,885百万円 

 減損損失累計額 6,986百万円 

 賞与引当金 4,860百万円 

 投資有価証券評価損 2,170百万円 

 未払事業税 1,492百万円 

 完成工事補償引当金 1,247百万円 

 貸倒引当金 671百万円 

 その他 2,106百万円 

 繰延税金資産小計 70,750百万円 

 評価性引当額 △9,814百万円 

 繰延税金資産合計 60,936百万円 

   

 繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △1,067百万円 

 その他 △221百万円 

 繰延税金負債合計 △1,288百万円 

 繰延税金資産と繰延税金負債の純額 59,647百万円 

（注）１．評価性引当額の主なものは、投資有価証券評価損及び減損損失累計額のうちスケジューリング不能と判断したものです。 

２．当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。 

流動資産－繰延税金資産 46,055 百万円 

固定資産－繰延税金資産 13,592 百万円 

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 
当社は、業務用パソコン及び展示場建物の一部について、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており、このうち、

リース取引開始日が平成 21 年１月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行ってい

ます。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 
 

 子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

子会社 

Sekisui House  
Australia 
Holdings 
Pty Limited 

（所有） 
直接 

100％ 
兼務 豪州事業 

統括 
金銭の貸付 － 長期貸付金 20,157

子会社 積水ハウス 
リフォーム㈱ 

（所有） 
直接 

100％ 
兼務 

当社建築 
住宅の 
リフォーム

キャッシュ・
マ ネ ジ メ ン
ト・システム
による預り 

（注） 
2,120 

預り金 15,315

（注）期中における純増加額を記載しています。なお、金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 
 

(1) １株当たり純資産額 955 円 29 銭 
 

(2) １株当たり当期純利益 29 円 72 銭 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
───────────────────────────────────────────── 

（注）計算書類の個別注記表の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 


